　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名古屋市内の民間保育所における

運営主体に企業を参入させないことを求める請願書
名古屋市会　議長　中村孝太郎　殿
紹介議員
○請願趣旨○
　現在名古屋市は、１２７５名（４月１日時点）という政令指定都市で一番多い待機児童を抱えており、さらに潜在的なニーズも含めれば膨大な数にのぼることが予想されます。このことを大変憂慮すべき問題として、新規に保育所を作って対応していく方針を、市が示したことは非常に評価できると考えています。
しかし、新たにつくられる保育所の運営に営利企業が参入することについては、大きな問題があると考えます。企業の目的は利潤を得ることです。そのこと自体は問題ではありませんが、保育・福祉の理念とはかけ離れています。保育の目的は子どもたちの健やかな成長・発達であり、利潤をあげるための商品ではありません。
　保育への企業参入を許した自治体では、待機児は減少しましたが、保育の質が継承されない、低下するという問題も発生しています。事実、保育ビジネス最大手の株式会社が東京都に設立した認可保育所では、遊具や子どものタオル掛けなど必要な物が準備されないまま開園するなど、保育に支障をきたすような問題を数々起こしています。また別の会社では、保育士人件費など使途の決まっている年間7000万円の補助金を、園長や勤務実態のない社員の給与や、高級外車の購入などにあて4,900万円を不正に支出し、そのまま閉園してしまいました。
「保育の質」を理解しない者が保育に携わることで、一番の被害を受けるのは子どもたちです。これまで名古屋市は、「企業は保育・福祉の理念になじまないため、参入はさせない」という姿勢を貫いてきました。今後とも、積み上げてきた「名古屋の保育の質」を守り、この先も子どもたちに豊かな保育を保障するため、下記の項目を要求します。

○請願項目○
　１、民間保育所の運営主体に企業を参入させないこと。
地方自治法第 １２４条の規定により、上記の通り請願書を提出します。
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【請願団体】　　　　　　　保育をよくするネットワークなごや
　　　　　　　　　　　　　名古屋市熱田区沢下町９－７　労働会館東館３０５
　　　　　　　　　　　　　Tel　052-872-1971
代表　渡邉　史絵
